
 

 

清須市の高齢者の現状 

１ 人口・世帯 

（１）人口 

本市の65歳以上の高齢者数をみると、高齢化率（65歳以上の高齢者が総人口に占め

る割合）が平成18年の17.9％から、平成23年には20.1％と2.2ポイント上昇しています。 

また、高齢化率の比較をみると、全国・愛知県と同様に増加傾向にあり、全国より

は下回っていますが、愛知県よりはやや上回って推移しています。 

 

表① 総人口・高齢化率の推移（各年４月１日時点） 
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（２）年齢別人口 

本市の人口は、平成23年４月１日現在で65,826人となっており、男性が32,950人、

女性が32,876人と、やや男性が女性を上回っています。 

年齢別にみると、男女とも35～39歳と60～64歳がピークとなっており、20～50歳代

では男性が多いのに対し、60歳以降では女性が多くなっています。 

 

表③ 清須市の人口ピラミッド（平成23年４月１日現在） 
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資料：住民基本台帳 
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（３）世帯数の推移 

高齢者のいる各世帯の推移をみると、高齢単身世帯（65歳以上の者１人のみの世帯）

や高齢夫婦世帯（夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦１組のみの世帯）の割合が増加して

いく傾向にあります。 

 

表④ 各高齢者世帯数の推移と割合の比較 

世帯類型 単位 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

65歳以上親族の 

いる一般世帯 
（世帯） - - 6,520 7,581 

（世帯） 514 697 1,083 1,442 
 高齢単身世帯 

（％） - - 16.6 19.0 

（世帯） 746 1,146 1,571 2,013 
 高齢夫婦世帯 

（％） - - 24.1 26.6 

平成22年国勢

調査の結果が

出しだい最新

データ追加 

資料：国勢調査 

3 

 



 

 

２ 高齢者福祉事業の現状 

（１）介護用品支給事業 

目 的 

介護用品を使用している在宅寝たきり高齢者等に対して、介護用品を支給すること

により、その介護者の負担を軽減する。 

事業内容 

オムツが必要な寝たきり高齢者等に紙おむつ等の介護用品を支給する。 

（病院に入院している場合も利用可能。ただし、介護保険施設入所者を除く。） 

対象者：①常時臥床又はこれに準ずる状態の者（要介護３以上で主治医意見書中障

害老人の日常生活自立度でＡ１以上の者） 

②認知症老人（要介護３以上で痴呆性老人の日常生活自立度でⅡb以上の

者） 

助成額 月額７，０００円以内 

事業実績 

 平成21年度 平成22年度 

計 283人 312人

 

（２）寝具洗濯乾燥事業 

目 的 

在宅寝たきり高齢者、ひとり暮らし高齢者、重度身体障害者、難病患者等の寝具の

洗濯乾燥を実施することにより、健全で快適な生活を確保する。 

事業内容 

掛布団及び敷布団の乾燥、掛布、敷布等のクリーニング、寝具類のリースを１人に

つき月２回以内実施する。 

一部負担３００円／回（生活保護世帯は無料） 

対象者：①おおむね65歳以上で常時臥床又はこれに準ずる状態が３か月以上継続し

ている者 

②ひとり暮らし高齢者でおおむね65歳以上のもの 

③身体障害者福祉法に基づく１級又は２級に該当する下肢又は体幹障害を

有するもの 

④介護が必要な状態にある特定疾患及び慢性関節リウマチ患者 
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事業実績 

 平成21年度 平成22年度 

寝たきり高齢者 1人 3人

ひとり暮らし高齢者 14人 17人

身体障害者 4人 6人

難病患者 0人 0人

計 19人 26人

 

（３）老人住宅改善費補助事業 

目 的 

高齢者が居住する住宅における環境整備及び改善に要する経費に対し補助金を交付

する。 

事業内容 

日常生活を営む為に、居室、浴室、トイレ等の改善に要する経費の一部を助成する。

（介護保険住宅改修費の支給を優先し、併用も可能） 

補助額 改善費用×１／２（最高３０万円） 

対象者：おおむね65歳以上の低所得の者(原則として本人及びその属する世帯の生計

中心者が所得税を課せられていないものをいう。)であって、介護保険法第

19条第1項及び第2項に規定する要介護・要支援認定を受けた者及び非該当

と判定されたが自立した生活を営むために支援を必要とする者 

事業実績 

平成21年度 平成22年度 
 

 うち介護保険併用  うち介護保険併用

居室 0件 0件 0件 0件

浴室 2件 1件 3件 3件

トイレ 1件 1件 2件 1件

その他 3件 0件 2件 2件

計 6件 2件 7件 6件

 

（４）配食サービス事業 

目 的 

日常生活を営むのに支障があり、食事に不自由している要援護高齢者、ひとり暮ら

し高齢者等に対し、食事を宅配することにより、永年住み慣れた地域社会の中で引き

続き生活していくことを支援し、食生活の改善及び健康保持並びに安否の確認を行う。 
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事業内容 

調理が困難な高齢者等に対して、毎週月曜日から金曜日の昼食及び夕食の宅配を行

う。 

一部負担金４００円／回 

対象者：①おおむね65歳以上の単身世帯 

②高齢者（65歳以上）世帯 

③上記に準ずる世帯 

④身体障害者 

事業実績 

高齢世帯 
 

単身世帯 ２人以上世帯 準ずる世帯
身体障害者 計 

平成21年度 160人 64人 16人 4人 244人

平成22年度 152人 93人 11人 4人 260人

 

（５）日常生活用具給付等事業 

目 的 

おおむね65歳以上の者で、疾病等により身体が虚弱な高齢者で日常生活に支障があ

るひとり暮らし高齢者等に対し、日常生活用具を給付し、又は貸与することにより、

日常生活の便宜を図る。 

事業内容 

短期的に在宅で特殊寝台が必要な場合、60日を限度として貸与する。 

（介護保険での貸与が受けられない場合に限る。） 

また、ひとり暮らし老人を対象に電磁調理器・自動消火器を給付する｡ 

区分 種目 基準額 対象者 性能 自己負担額

貸与 特殊寝台 月12,000円

介護保険法の規定

に基づく要介護・

要支援認定の申請

中の者又は介護保

険施設に入院入所

中の一時外泊者  

使用者の背部又は胸部

の傾斜角度調整する機

能を有し落下防止柵が

取り付けられ安全の確

保が配慮されたもので

あること。  

月額1,200円

（14日以内

の場合は、

600円） 

給付 電磁調理器 41,000円

おおむね65歳以上

であって、心身機

能の低下に伴い防

火等の配慮が必要

なひとり暮らし老

人等 

電波による調理器であ

って、老人が容易に使用

し得るものであること。 

4,540円

給付 自動消火器 30,900円

おおむね65歳以上

のひとり暮らし老

人 

屋内温度の異常上昇又

は炎の接触で自動的に

消火液を噴出し初期火

災を消火し得るもので

あること。 

3,090円 
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事業実績 

 特殊寝台 電磁調理器 自動消火器 計 実人員 

人員 15人 1人 0人 16人 16人
平成21年度 

件数 15件 1件 0件 16件 -

人員 13人 1人 0人 14人 14人
平成22年度 

件数 13件 1件 0件 14件 -

 

（６）ショートステイ事業 

目 的 

日常生活に支障がある高齢者を介護している家族が、疾病にかかるなどの緊急やむ

を得ない理由により居宅における介護ができない場合等に、当該高齢者を一時的に特

別養護老人ホームに入所させ、生活習慣の指導や体調調整を図る。 

事業内容 

高齢者を介護している家族の緊急やむを得ない理由により介護できない場合（介護

保険での給付が受けられない場合に限る。）、高齢者の生活習慣の指導及び体調調整を

図る場合、また高齢者に対する虐待等により緊急保護する必要がある場合に、当該高

齢者を一時的に特別養護老人ホームに入所させる。 

一部負担金 特養 介護保険相当額／日 

対象者：おおむね65歳以上の者で在宅の虚弱高齢者（介護保険の認定申請を行い、

非該当となった者）及び虐待等で市長が保護の必要があると認めた者 

事業実績 

平成21年度 利用者２人 利用日数13日 

平成22年度 利用者１人 利用日数７日 

 

（７）ホームヘルパー派遣事業 

目 的 

身体上又は精神上の障害があって、日常生活を営むのに支障があるおおむね６５歳

以上の虚弱高齢者、難病患者等の家庭に、ホームヘルパーを派遣する。 

事業内容 

家庭に訪問して、家事援助、身体介護を行う。 

１時間以内／回（週１回） 

一部負担金２２０円／時間（生活保護世帯は無料、難病は世帯所得に応じ無料～ 

９５０円） 

対象者：①おおむね65歳以上の日常生活に支障がある高齢者（介護保険の認定申請

を行い、非該当となった者） 

②難病患者 
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事業実績 

平成21年度 平成22年度 
 

人員 派遣回数 人員 派遣回数 

高齢者 17人 594回 21人 631回 

難病患者 0人 0回 0人 0回 

計 17人 594回 21人 631回 

 

（８）在宅老人デイサービス事業 

目 的 

在宅の高齢者に対し、日常生活に必要な動作の訓練から様々な趣味活動まで、一人

ひとりが自立した、生きがいのもてる生活を送れるよう各種サービスによって支援し、

家に閉じこもりがちな高齢者に社会参加の機会を提供する。 

事業内容 

デイサービスセンターへ送迎し、健康チェック、給食サービス、趣味活動などを行

う。（週１回） 

事業実施場所 清洲総合福祉センター 

一部負担金７２０円／回（生活保護世帯は無料） 

対象者：おおむね65歳以上の高齢者（介護保険の認定申請を行い、非該当となった

者） 

事業実績 

平成21年度利用人員 平成22年度利用人員 
 

実人員 述べ回数 実人員 述べ回数 

清洲総合福祉センター 10人 265回 11人 388回

春日老人福祉センター 1人 23回 1人 32回

計 11人 288回 12人 420回

※平成21年度については、春日町との合併後（平成21年10月）から。 
※春日老人福祉センターでの事業は平成22年度で廃止。 

 

（９）緊急通報システム事業 

目 的 

ひとり暮らし高齢者等の緊急時における連絡体制を確保し、不安の解消及び救護を

する。 
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事業内容 

緊急時に、警備会社又は受信センターに通報・連絡し、万一の安全を確保する。 

一部負担金 ５００円／月（前年度所得２００万円以下は無料） 

対象者：①おおむね65歳以上のひとり暮らし高齢者 

②高齢者世帯で緊急性のある病気をもつ者 

③身体障害者のみの世帯及びこれに準ずる世帯に属する身体障害者 

事業実績 

 単身世帯 高齢者世帯 身体障害者 計 

セコム 131世帯 7世帯 2世帯 140世帯

安全センター 38世帯 1世帯 1世帯 40世帯平成21年度 

計 169世帯 8世帯 3世帯 180世帯

セコム 148世帯 7世帯 3世帯 158世帯

安全センター 64世帯 3世帯 1世帯 68世帯平成22年度 

計 212世帯 10世帯 4世帯 226世帯

 

 平成21年度 平成22年度 

消防署に通報し救急車を手配した件数 13件 29件

通報システムに相談のあった件数 79件 117件

 

（10）老人福祉車購入補助事業 

目 的 

歩行困難な高齢者が老人福祉車の購入に要する経費に対し補助金を交付する。 

事業内容 

老人福祉車を購入する際その費用に対し補助金を交付する。 

購入費用×１／２（最高５千円） 

対象者：おおむね65歳以上の高齢者で外出の際には杖等を必要とするもの 

事業実績 

平成21年度 手押し車 55台 

平成22年度 手押し車 63台 
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（11）福祉カード交付事業 

目 的 

高齢者が指定された公共施設を利用することにより、社会的視野を広めるとともに

高齢者に生きがいを与える。 

事業内容 

写真入り証明カードを発行し、高齢者がカードを提示することにより、名古屋港水

族館など各施設で入場料等の割引等が受けることができる。 

対象者：65歳以上の高齢者（顔写真が必要） 

事業実績 

 既交付済数 交付数 返還数 現交付数 

平成21年度 1,759件 262件 12件 2,009件 

平成22年度 2,009件 309件 24件 2,294件 

注 現交付数には、未回収分（死亡等による）を含む。 

 

（12）老人無料入浴制度事業 

目 的 

公衆浴場の利用料を無料とすることで、高齢者の利用を促進し、高齢者のコミュニ

ケーションを図るとともに、健康の増進及び福祉の向上を目的とする。 

事業内容 

福祉カードの交付を受けた者に対し、無料入浴利用券交付申請により入浴利用券を

発行する。 

一月あたり２回利用可能。 

利用時には、福祉カードの提示及び入浴利用券を提出する。 

対象者：65歳以上の高齢者 

事業実績 

 憩温泉 二川湯 計 

平成21年度 7,546人 2,057人 9,603人

平成22年度 

延べ利

用者数 8,020人 1,907人 9,927人
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（13）老人クラブ活動費の補助 

目 的 

高齢者の知識及び経験を生かし、生きがい及び健康づくりのため多様な社会活動を

行い、老後の生活を豊かにするとともに明るい長寿社会づくりに資するため、老人ク

ラブ及び老人クラブ連合会に対して社会福祉協議会事業費補助金（社会福祉課予算）

の中で市社協より補助をする。（間接補助） 

事業内容 

老人クラブ活動費及び寿会連合会活動費の補助（社協を通じての間接補助） 

事業実績 

 
クラブ数 会員数 補助額 

市への県費
補助金 

平成21年度 48クラブ 
男2,058人 女2,926人 

合計4,984人（Ｈ21.4.1） 
8,088千円 1,711千円 

平成22年度 50クラブ 
男2,274人 女3,234人 

合計5,508人（Ｈ22.4.1） 
9,438千円 1,491千円 

 

（14）敬老会事業 

目 的 

75歳以上の高齢者を招待し、多年にわたる社会への貢献に対し感謝の意を表すると

ともにその長寿を祝う。 

事業内容 

９月15日の老人の日に敬老会を開催する。 

事業実績 

平成22年９月15日に式典及びアトラクションを実施した。 

会場 清須市新川体育館競技場 

アトラクション 大須演芸場による漫才、歌 

記念品 のれん 

参加者 約５００名 

 

（15）敬老金支給事業 

目 的 

多年にわたり社会の進展に貢献した高齢者に対し敬老金を支給して感謝の意を表す

るととともに、その長寿を祝う。 

事業実績 

 対象 金額 支給人員 支給額 

平成21年度 数え88歳 10,000円 126人 1,260,000円 

平成22年度 数え88歳 10,000円 173人 1,730,000円 
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（16）金婚祝い 

目的及び事業内容 

結婚50年を迎える夫婦に対し、敬老会で祝品等の贈呈を行い結婚50周年を祝う。 

事業実績 

平成21年度 平成22年度 

57組 48組

 

（17）長寿者褒賞 

目的及び事業内容 

本市に居住している満100歳到達者に祝金等を支給する。 

事業実績 

平成21年度 平成22年度 

6人 8人

 

３ 高齢者施設福祉事業の現状 

老人保護措置費 

目的及び事業内容 

身体上、精神上、環境上の理由及び経済的理由により居宅での生活が困難な者を養

護老人ホームに入所させることにより、高齢者の生活の安定を図る。 

入所者数 

施設名 
平成21年度 

人員 
平成22年度 

人員 

宝泉寮（設楽町） 2人 1人

明範荘（愛西市） 2人 2人

新和楽荘（一宮市） 3人 3人

ジョイフルむつみ（江南市） 3人 3人

春日井養護（春日井市） 4人 4人

計 14人 13人
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４ 要介護（要支援）認定者の現状 

（１）要介護（要支援）認定者数・割合の推移 

要介護（要支援）認定者数は増加傾向にあり、平成18～22年にかけて、特に要支援

１では164人、要支援２では79人の増加となっています。 

割合でみると、どの年度においても軽度者（要支援１～要介護１）の割合が高く、

平成22年には全体の約５割を占めている状況です。 

 

表⑤ 要介護（要支援）認定者数の推移（各年10月時点） 
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 （２）認定率の推移 

要介護（要支援）認定者率は平成21年に一旦減少したものの、その後また増加して

おり、平成18～22年にかけて0.8％上昇しています。 

全国・愛知県より下回って推移しており、平成22年では全国より3.0％、愛知県より

0.7％下回っています。 

 

表⑦ 要介護（要支援）認定率の比較（各年10月時点） 
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５ 給付実績の現状 

（１）サービス分類別利用者 

介護保険の利用者数の総数（居宅・地域密着型・施設）をみると、年々増加傾向に

ありますが、人口の増加に伴っての増加と考えられます。 

また、各サービス分類別の利用者割合をみると、どの年度においても居宅サービス

が約７割、施設サービスが約３割を占めており、地域密着型サービスは緩やかに減少

傾向にあります。 

 

表⑧ サービス分類別利用者数の推移（各年10月時点の月平均） 
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表⑨ サービス分類別利用者割合の推移（各年10月時点の月平均） 
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（２）サービス分類別給付費 

サービス給付費の総額は増加を続けており、平成18～22年にかけて約５千万円の増

加がみられ、特に居宅サービス給付費の増加が大きく、約４千万円の増額となってい

ます。 

 

表⑩ サービス分類別給付費の推移（各年10月時点の月平均） 
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（３）サービス分類別１人当たりの給付費 

居宅サービス・施設サービスの１人当たり給付費（月平均）は、緩やかに増加して

おり、地域密着型サービスは多少の増減はあるものの、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

表⑪ サービス分類別１人当たり給付費（月平均）の推移 
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６ 介護保険事業費と予防事業費の実績 

（１）介護保険事業費（居宅・地域密着型・施設サービス）見込みと実績 

平成21年度 平成22年度 
サービス 

見込み量① 実績② ①－② 見込み量① 実績② ①－② 

（１）居宅サービス 

 ①訪問介護 144,908,185 124,047,897 20,860,288 169,475,224 146,940,569 22,534,655

 ②訪問入浴介護 30,244,104 20,513,855 9,730,249 36,421,593 24,842,527 11,579,066

 ③訪問看護 37,614,306 33,694,480 3,919,826 44,164,734 46,206,199 ▲2,041,465

 ④訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 3,580,028 5,913,209 ▲2,333,181 4,108,004 8,178,641 ▲4,070,637

 ⑤居宅療養管理指導 9,504,015 11,141,730 ▲1,637,715 9,887,429 12,778,380 ▲2,890,951

 ⑥通所介護 302,163,270 323,372,272 ▲21,209,002 345,828,776 393,924,837 ▲48,096,061

 ⑦通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 80,511,620 89,289,893 ▲8,778,273 91,697,816 73,895,520 17,802,296

 ⑧短期入所生活介護 125,980,962 147,483,818 ▲21,502,856 145,130,789 145,485,885 ▲355,096

 ⑨短期入所療養介護 3,399,497 2,892,162 507,335 4,015,091 2,384,389 1,630,702

 
⑩特定施設入居者生

活介護 
71,108,037 79,597,585 ▲8,489,548 71,108,037 97,674,365 ▲26,566,328

 ⑪福祉用具貸与 65,922,792 57,456,413 8,466,379 76,287,958 61,586,937 14,701,021

 ⑫特定福祉用具販売 4,178,518 4,133,168 45,350 4,346,930 3,960,222 386,708

（２）地域密着型サービス 

 
①夜間対応型訪問介

護 
0 0 0 0 0 0

 
②認知症対応型通所

介護 
0 9,945 ▲9,945 0 0 0

 
③小規模多機能型居

宅介護 
0 0 0 0 0 0

 
④認知症対応型共同

生活介護 
141,235,559 86,826,287 54,409,272 141,235,559 72,734,486 68,501,073

 
⑤地域密着型特定施

設入居者生活介護 
0 533,934 ▲533,934 0 0 0

 
⑥地域密着型介護老

人福祉施設入所者

生活介護 

0 0 0 0 0 0

（３）住宅改修 10,861,759 8,559,084 2,302,675 11,302,600 9,407,860 1,894,740

（４）居宅介護支援 87,725,563 94,306,096 ▲6,580,533 101,183,686 106,785,040 ▲5,601,354

（５）介護保険施設サービス 

 ①介護老人福祉施設 640,846,356 653,221,769 ▲12,375,413 646,987,305 712,466,591 ▲65,479,286

 ②介護老人保健施設 299,412,789 268,190,981 31,221,808 299,412,789 293,473,210 5,939,579

 
③介護療養型医療施

設 
301,847,121 269,730,044 32,117,077 301,847,121 295,062,107 6,785,014

介護給付費計 2,361,044,481 2,276,781,454 84,263,027 2,504,441,441 2,503,827,543 613,898

※見込み量の合計数値は、計画値を反映しているため、端数の調整がされています。 
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（２）介護予防事業費（居宅・地域密着型・施設サービス）見込みと実績 

平成21年度 平成22年度 
サービス 

見込み量① 実績② ①－② 見込み量① 実績② ①－② 

（１）介護予防サービス 

 ①介護予防訪問介護 36,596,515 29,096,304 7,500,211 45,872,695 28,635,859 17,236,836

 
②介護予防訪問入浴

介護 
0 0 0 0 0 0

 ③介護予防訪問看護 3,023,623 3,154,600 ▲130,977 3,604,976 2,818,488 786,488

 
④介護予防訪問リハビ

リテーション 
202,064 428,382 ▲226,318 211,686 139,950 71,736

 
⑤介護予防居宅療養

管理指導 
841,295 1,756,440 ▲915,145 871,798 1,139,760 ▲267,962

 ⑥介護予防通所介護 73,453,138 70,968,772 2,484,366 89,920,120 69,493,413 20,426,707

 
⑦介護予防通所リハビ

リテーション 
18,308,232 12,815,955 5,492,277 22,070,613 7,851,267 14,219,346

 
⑧介護予防短期入所

生活介護 
2,192,661 2,771,284 ▲578,623 2,670,134 2,117,613 552,521

 
⑨介護予防短期入所

療養介護 
98,501 134,906 ▲36,405 106,708 26,478 80,230

 
⑩介護予防特定施設

入居者生活介護 
7,098,035 14,288,951 ▲7,190,916 7,098,035 7,943,571 ▲845,536

 
⑪介護予防福祉用具

貸与 
4,184,840 5,002,317 ▲817,477 5,129,812 5,332,590 ▲202,778

 
⑫特定介護予防福祉

用具販売 
1,739,057 1,118,628 620,429 1,801,812 1,721,964 79,848

（２）地域密着型介護予防サービス 

 
①介護予防認知症対

応型通所介護 
0 0 0 0 0 0

 
②介護予防小規模多

機能型居宅介護 
0 0 0 0 0 0

 
③介護予防認知症対

応型共同生活介護 
0 1,687,905 ▲1,687,905 0 0 0

（３）住宅改修 8,212,165 4,696,894 3,515,271 8,514,875 7,673,315 841,560

（４）介護予防支援 16,995,285 15,208,080 1,787,205 21,123,984 15,548,360 5,575,624

予防給付費計 172,945,411 162,010,790 10,934,621 208,997,248 148,720,664 60,276,584

※見込み量の合計数値は、計画値を反映しているため、端数の調整がされています。 
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７ 地域支援事業の現状 

（１）高齢者見守りネットワーク事業(チャレンジ事業)（平成21年度新規事業） 

目 的 

一人暮らし高齢者や高齢者世帯の方が、うつ・認知症・閉じこもり等や、孤立死す

るのを防ぐため、市民と行政が協働し、早期発見できる体制作りを行う。 

事業内容 

講演会を実施し、住民への普及啓発を図る。 

ひとり暮らし及び高齢者世帯の把握・孤立死の状況分析を行い、高齢福祉課・防災

行政課・社会福祉課・社会福祉協議会が持っている台帳等や課題について検討を行う

(高齢者見守りネットワーク事業連絡会議） 

地域の情報収集及び交換や、地域のネットワークの構築等を行うための会議を開催

(清須市高齢者見守りネットワーク協議会） 

活動地区を設定、地域に依頼し、体制の整備に向けて会議等を開催する。 

事業実績 

平成21年度 

高齢者見守りネットワーク事業連絡会議(他部門との連携） 

（開催回数）2回 

（関係部門）防災行政課・社会福祉課・社会福祉協議会 

 

会場 テーマ 講師 参加者数

新川体育館 

「天国へのお引越しのお手伝い～遺品

整理という仕事から学ぶ生き方～」 

「愛西市における孤立死防止・早期

発見に向けた取組み」 

キーパーズ（有） 

代表取締役 吉田太一氏 

愛西市地域包括支援センター 

鷲野明美氏 

120人

 

視察場所 研修内容 講師 参加人数 

安城市 

安城市社協の概況について 

安城市災害時用援護者支援制度につ

いて 

花ノ木福祉委員会の取組みについて 

安城市社会福祉協

議会 吉村了子氏 

花ノ木委員会 

代表者 

モデル地区代表２０人 

社会福祉協議会２人 

市職員５人 

  

平成22年度 

・高齢者見守りネットワーク協議会の開催 

（開催回数）2回 

・高齢者見守りネットワーク事業連絡会議(他部門との連携） 

（開催回数）2回 

（関係部門）防災行政課・社会福祉課・社会福祉協議会 

 

会場 テーマ 講師 参加者数

カルチバ新川 

ＮＨＫハートフォーラム 

・住民流助け合い「掘り起こせご近所

パワー」 

・モデル地区での取り組み発表 

住民福祉総合研究所 

木原孝之氏 

横町思いやりネット

ワーク 

286人

にしび創造 

センター 

・寸劇「気付きから見守りに」 

・地区の活動発表 

大和地区、田中町地

区、祢宜家地区 
205人
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（２）包括的支援事業 

ア．地域包括支援センター事業 

目 的 

地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、

その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する。 

事業内容 

介護予防事業のマネジメント、介護保険外のサービスを含む高齢者や家族に対する

総合的な相談・支援、被保険者に対する虐待防止や早期発見、権利擁護事業、支援困

難ケースへの対応並びにケアマネージャーへの支援等を行う。また、休日・夜間等に

ついても特別養護老人ホームに委託して、電話相談を受け付ける。 

委託先 清須市社会福祉協議会 特別養護老人ホーム清洲の里（夜間電話相談） 

事業実績 

項目 平成21年度 平成22年度 

介護予防プラン作成数 3,362人 3,672人

二次予防対象者ケアプラン作成数 43人 16人

指定居宅介護支援事業所委託人数 83人 94人

指定居宅介護支援事業所委託数 15事業所 24事業所

 

訪問 電話 来訪 その他 計  
相談件数 

2,906件 920件 169件 0件 716件 

介護・生活 医療 介護保険関係 福祉ｻｰﾋﾞｽ その他 計 
相談内容 

61件 100件 542件 75件 128件 906件

地域ケア会議 5回  

平
成
21
年
度 

研 修 
①サービス担当者会議の開き方・進め方 29名

②介護支援専門員のための薬の知識 24名

訪問 電話 来訪 その他 計  
相談件数 

2,682件 1,055件 271件 40件 4,048件 

介護・生活 医療 介護保険関係 福祉ｻｰﾋﾞｽ その他 計 
相談内容 

114件 43件 341件 547件 175件 1,220件

地域ケア会議 1回  

平
成
22
年
度 

研 修 

①清須市地域包括支援センター・清須市の高齢者福祉事業等説明会 47名

②ケアマネジャー意見交換会(2回） 46名

③ケアマネジャー研修会(2回）・面接技法入門 22名

・ビジネス基礎スキルのスッテップアップ 22名
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（３）介護予防 

介護予防事業は、要介護状態になるおそれのある虚弱な状態にある高齢者を対象と

する「二次予防事業」と、65歳以上の高齢者総てを対象とする「一次予防事業」とが

ある。 

 

ア．二次予防事業 

①二次予防対象者把握事業 

目 的 

要介護状態等になるおそれのある虚弱な状態にあると認められる65歳以上の高齢者

（二次予防対象者）を選定し、介護予防事業により、要介護状態等となることを予防

する。 

事業内容 

70～74歳以上（要介護状態にある者は除く）には郵送、それ以外の年齢の方には窓

口配布で基本チェックリストを実施し、生活機能低下が認められたものに対し生活機

能検査を行い、二次予防対象者を決定する。 

対象者：65歳以上の高齢者 

事業実績 

 
高齢者数 

二次予防対象 
候補者数 

生活機能検
査受診者数 

二次予防 
対象者 

割合 

平成21年度 12,873人 621人 326人 232人 1.80%

平成22年度 13,057人 568人 321人 321人 2.50%

 

②通所型介護予防事業 

目 的 

二次予防対象者が要介護状態等となることを予防することを通じて、一人ひとりの

生きがいや自己実現のための取組を支援し、活動的で生きがいのある生活や人生を送

ることができるよう支援する。 

事業内容 

生活機能の低下予防と向上のための指導 

対象者：二次予防対象者把握事業において、要介護状態等になるおそれの高い虚弱

な状態にあると認められる65歳以上の高齢者 

21 

 



 

 

事業実績 

平成21年度 平成22年度 あしがる元気教室
（運動機能向上） 実施回数 実人数 延参加人数 実施回数 実人数 延参加人数

西枇杷島地区 12回 13人 149人 14回 24人 287人

清洲地区 12回 18人 190人 14回 18人 194人

新川地区 12回 12人 143人 14回 14人 145人

春日地区 - - - 14回 15人 144人

計 36回 43人 482人 56回 71人 770人

 
いきいき脳力教室 

（認知症・閉じこもり予防） 
実施回数 実人数 延参加人員 

平成21年度 23回 15人 274人

平成22年度 24回 15人 293人

 

イ．一次予防事業 

介護予防普及啓発事業 

目 的 

地域において介護予防に資する自発的な活動が広く実施され、地域の高齢者が自ら

活動に参加し、介護予防に向けた取組が主体的に実施されるような地域社会の構築を

目指す。 

 

①高齢者健康教育事業 

目 的 

高齢期に関する健康問題に関する集団指導を行い介護予防を図る。 

事業内容 

介護予防に関する情報の提供、基本的な知識の普及・啓発を行う。 

対象者：65歳以上の方、一般市民 

事業実績 

  自主グループ 寿会 町内会等 計 

回 数 2回 12回 6回 20回
平成21年度 

延人員 34人 471人 197人 692人

回 数 - 8回 12回 20回
平成22年度 

延人員 - 343人 531人 874人
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②健康相談事業 

目 的 

健康問題に関する個別相談を行い介護予防を図る。 

事業内容 

血圧測定、尿検査、健康相談等を老人福祉施設等の公共施設等で実施する。 

対象者：おおむね60歳以上 

事業実績 

平成21年度 平成22年度 
 

会場数 回数 参加人数 会場数 回数 参加人数 

西枇杷島地区 2か所 8回 86人 2か所 8回 50人 

清洲地区 2か所 8回 65人 2か所 8回 59人 

新川地区 1か所 4回 26人 1か所 4回 13人 

春日地区 1か所 1回 1人 1か所 4回 21人 

計 6か所 21回 178人 6か所 24回 143人 

 

③認知症もの忘れ相談事業 

目 的 

認知症に関する個別相談を行い、介護予防や介護方法を学ぶとともに、介護負担の

軽減を図る。 

事業内容 

認知症サポート医・かかりつけ医による認知症に関する個別相談を実施する。 

対象者：一般市民 

事業実績 

 会場 回数 相談者数 

平成21年度 新川保健センター １回 ２人

平成22年度 新川保健センター １回 ３人

 

④らく楽運動教室（運動機能向上教室） 

目 的 

運動器機能の維持・向上を図り、廃用症候群（生活不活発病）や転倒骨折を予防す

る。また、教室終了後も運動が継続できるように、自主グループを育成する。 

事業内容 

体力測定、セラバンド等を用いた運動実技指導、講話等を実施する。 

対象者：おおむね65歳以上の健康な高齢者 
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事業実績 

参加状況  
会場数 会場 回数 

実人員 述人員 

清洲地区 １か所 廻間公民館 12回 15人 158人

新川地区 １か所 西堀江公民館 12回 24人 208人

春日地区 １か所 春日保健センター 12回 33人 325人

平成21

年度 

計 3か所 - 36回 72人 691人

新川地区 1か所
新川防災ふれあい

センター 
12回 24人 208人

春日地区 1か所 春日保健センター 12回 15人 154人

清洲地区 1か所 丸の内公会堂 12回 17人 167人

平成22

年度 

計 3か所 - 36回 56人 529人

 

⑤ますます元気教室（運動機能向上教室） 

目 的 

運動器機能の維持・向上を図り、廃用症候群（生活不活発病）や転倒骨折を予防す

る。 

事業内容 

体力測定、プールやトレーニングマシンを用いた運動実技指導等を実施する。 

対象者：おおむね65歳以上の健康な高齢者 

事業実績 

参加状況  
開催回数 会場数 会場 １クール

実人員 述人員 

平成21年度 ３回 1か所 アルコ清洲 10回 50人 421人

平成22年度 ３回 1か所 アルコ清洲 10回 46人 409人
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⑥市民健康講座（介護予防） 

目 的 

高齢者におこりやすい問題や疾患について理解を深め、健康管理に役立てる。 

事業内容 

専門医による講話を実施する。 

対象者：おおむね65歳以上の高齢者 

事業実績 

 内容 講師 参加人数

中高年の目の病気 
眼科杉田病院 

近藤 順子氏 
32人

はじめよう健口生活～かむこと・飲むこ

と・食べること 

岡崎歯科 

岡崎 伸一氏 
32人

気になる耳鳴りとめまい 
こづか耳鼻咽喉科 

小塚 誠氏 
38人

平成21年度 

高齢期に多い排尿障害 
総合上飯田第一病院 

中根 明宏氏 
25人

睡眠と生活習慣病 
愛知医科大学病院睡眠科 

塩見利明氏 
48人

平成22年度 

高齢者に起こりやすいからだと心の変化
愛知県立大学看護学部 

岡本和士氏 
30人

 

⑦認知症サポーター養成講座 

目 的 

認知症を理解し支援する人が地域に多数存在し、認知症の方が安心して暮らせる地

域づくりを目指す。 

事業内容 

講話、グループワーク等を通し、認知症サポーターを養成する。 

対象者：認知症を理解し、地域で支えることに関心のある市民 

事業実績 

 
講座名 開催数 養成数 

平成18年度からの
累計数 

平成21年度 認知症サポーター養成講座 11回 368人 1,668人

平成22年度 認知症サポーター養成講座 22回 876人 2,544人
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⑧介護者のつどい 

目 的 

介護方法・サービス等の情報交換や、介護の悩みなどを話す等して心身のリフレッ

シュや介護者同士の交流を図り、介護者の負担を軽減する。 

事業内容 

介護者や介護経験者が集まり、情報交換や交流を行う。 

事業実績 

平成21年度 平成22年度 
講座名 

開催数 参加者 開催数 参加者 

男性介護者のつどい 1回 4人 2回 6人

認知症介護者のつどい 4回 39人 4回 24人

寝たきり介護者のつどい - - 2回 12人

 

⑨ボランティア育成・支援事業 

目 的 

地域の高齢者が自ら介護予防活動に参加し、介護予防に向けた取組が主体的に実施

されるような地域づくりを目指す。 

事業内容 

介護予防に関するボランティア等の人材を育成するための研修の開催、介護予防に

向けた取組を行う地域組織の育成・支援を行う。 

対象者：65歳以上、認知症キャラバンメイト研修修了者、認知症サポーター養成講

座修了者、地域で介護予防及びその支援のための活動に関わる者 

事業実績 

平成21年度 平成22年度 
 

回数 参加人数 回数 参加人数 

認知症サポーターキャラバン 

メイトフォローアップ研修 
1回 18人 1回 28人

健康づくりリーダー研修 1回 9人 2回 20人

 

⑩家庭訪問・面接・電話相談事業 

目 的 

地域の高齢者の生活習慣病予防及び介護予防、虐待予防等を図る。 

事業内容 

保健師等が高齢者の居宅を訪問し、必要な保健指導や関係機関との連絡調整等を行

う。 

対象者：65歳以上で二次予防対象者、基本健康診査等での要注意者、処遇困難高齢

者等 
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事業実績 

精神保健福祉 生活習慣病 その他  

実人員 延人員 実人員 延人員 実人員 延人員

家庭訪問 21人 72人 116人 190人 4人 5人

面 接 21人 47人 - 126人 - 17人平成21年度 

電話相談 - 233人 - 334人 - 9人

家庭訪問 10人 38人 135人 203人 1人 1人

面 接 5人 16人 - 82人 - 1人平成22年度 

電話相談 - 56人 - 237人 - 2人
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